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は じ め に

1996 年に日本骨代謝学会から原発性骨粗鬆症診断基準とともに椎体骨折評価基準が

発表された1)。今回，骨粗鬆症治療と椎体骨折治療の両者の視点を踏まえ，日常診療にお

ける有用性を重視して，新たな知見に基づき 2012 年改訂版を作成した。

1996 年度版椎体骨折判定基準の問題点

表 1 に 1996 年度版椎体骨折評価基準を示すが，これまでにいくつかの問題点が指摘さ

れた。その主なものは以下のごとくである。

1）現行の定量的評価法（QM：Quantitative measurement）は脊椎エックス線撮影時の

ポジショニングの影響を受けやすく，計測が必要で評価に時間がかかることから，一部

の臨床試験2)では使用されているものの，疫学，実臨床ではほとんど使用されていない。

2）椎体骨折治療では，椎体の形態的な変化がなくても椎体骨折と診断する場合がある。

表 1 椎体骨折判定基準（1996 年度版）

椎体骨折の判定は，胸腰椎の側面エックス線写真を用いる。

○原則として，測定を行い C/A，C/Pのいずれかが 0.8 未満，または A/Pが 0.75未満の

場合を圧迫骨折と判定する。

○椎体全体の高さが全体的に減少する場合（扁平椎）には，判定椎体の上位または下位

の A，C，Pよりそれぞれが 20％以上減少している場合を圧迫骨折とする。

○ただし臨床的に新鮮な骨折例でエックス線写真上明らかに骨皮質の連続性が断たれ

たものは，上記の変形に至らなくとも圧迫骨折としてもよい。

楔状椎

椎体の前縁の高さが減少

A/P＜0.75

魚 椎

椎体の中央がへこむ変形

C/A＜0.8or C/P＜0.8

扁平椎

椎体の全体にわたって

高さが減少する変形

上位または下位椎体と比較して

A，C，Pおのおのが20％以上減少
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椎体骨折評価の新しい基準（2012 年度改訂版）

本委員会では，前述の 1996 年度版椎体骨折評価基準に関する種々の問題について検討

を加え，表 2 に示す新たな椎体骨折評価基準（2012 年度改訂案）を作成した。

椎体骨折評価は，骨粗鬆症治療，骨折治療の二つの分野で行われているが，両分野の

治療が一致した椎体骨折評価基準を用いて行われることが望ましい。1996 年度版椎体骨

折評価基準と 2012 年度改訂案の主な相違点は以下のとおりである。

1）半定量的評価法（Semiquantitative Method：SQ 法）を追加した。

SQ 法は Genant らにより 1994 年に考案された半定量的椎体骨折評価法で3)，疫学，臨

床試験で広く使用されている4,5)。SQ 法は計測が必要な QM 法より簡便なことから実臨床

での有用性も高い。今回の改訂では従来の QM 法に SQ 法を併記することになった。

2）エックス線像の読影で椎体の傾斜や椎体の立体構造を考慮することが重要であると

付記した。

脊椎のエックス線撮影ではエックス線の入射方向により椎体終板ラインが変化するの

で椎体高の計測には十分な注意が必要である6)。また，椎体変形には骨粗鬆症以外による

変形も存在する。椎体のエックス線像の読影ではこれらの状況を考慮して行うことが重

要である。

3）MRI による評価を付記した。

椎体骨折は骨粗鬆症診断，治療評価に重要であるが，一方，骨折症状のある椎体骨折

には骨折治療を行わなければならない。臨床症状があってもエックス線検査で形態変化

がない早期の椎体骨折の診断や椎体骨折の新旧の判定に MRI 検査が有用である7～9)。MR

矢状面像の T1 強調画像で，椎体に限局してその一部が帯状，あるいはほぼ全部が低信

号の場合（STIR 像では同領域にほぼ一致して高信号を認める場合）を椎体骨折とするこ

とを追記した。
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表 2 椎体骨折評価基準（2012 年度改訂案）

椎体骨折の判定は以下のいずれかの方法で行う。

椎体骨折により生じる椎体変形を胸椎・腰椎側面エックス線像で判定する方法

I 定量的評価法（Quantitative Measurement：QM 法）

図 1 に示す測定を行い，C/A，C/P のいずれかが 0.8 未満，または A/P が 0.75 未満の

場合を椎体骨折と判定する。

椎体の高さが全体的に減少する場合（扁平椎）には，判定椎体の上位または下位の A，

C，P よりおのおのが 20％以上減少している場合を椎体骨折とする。

（原発性骨粗鬆症診断基準（1996 年度版）：日本骨代謝学会誌 1997;14:219-33.）

II 半定量的評価法（Semiquantitative Method：SQ 法）

図 2 と対照してグレード 0 から 3 までに分類し，グレード 1 以上にあてはまる場合を

椎体骨折と判定する。

（Genant HK, et al. J Bone Miner Res 1993;8(9):1137-48.）

【付 記】

1）エックス線像の読影では椎体の傾斜や椎体の立体的構造を考慮することが重要

である。

2）骨折治療の観点からは上記の椎体変形を認めなくても以下のいずれかにあては

まれば椎体骨折と判定できる。

①エックス線写真上（正面像も含む），明らかに骨皮質の連続性が断たれてい

る場合

②MR 矢状面像の T1 強調画像で，椎体に限局してその一部が帯状あるいはほ

ぼ全部が低信号の場合（STIR 像では同領域にほぼ一致して高信号を認める

場合）
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図 2 SQ 法による評価

（Bouxsein ML, Genant HK. International Osteoporosis Foundation. The breaking spine. 2010;

Genant HK, et al. J Bone Miner Res 1993;8(9):1137-48 より著者が改変）

A C P

図 1 QM 法による評価（模式図）
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椎体骨折関連用語の解説

椎体骨折には骨粗鬆症治療で重要な形態骨折（変形）と，骨折治療が必要となる臨床

的な骨折があり，さまざまな用語が使用されている。椎体骨折における骨粗鬆症治療お

よび骨折治療は切れ目なく体系的に行われることが望まれる。表 3 に椎体骨折の分類と

椎体骨折関連用語を解説した。記載された用語の中には定義が明確でないものもあるが，

広義の椎体骨折におけるそれぞれの用語の位置づけを行った。

表 3 椎体骨折関連用語の解説

骨粗鬆症が原因で起きる椎体骨折は，骨粗鬆症治療および骨折治療において重要であ

る。椎体骨折には骨折あるいは椎体の変形が認められた時期，臨床症状の有無により，

さまざまな用語が使用されている。以下にその分類を示す。

椎体骨折の分類

● 椎体骨折（vertebral body fracture）

骨粗鬆症による骨折では，脊椎を構成する要素のうち椎体のみが骨折するた

め，椎体骨折あるいは受傷機転（長軸方向の圧縮応力）より圧迫骨折とも称され

る。一方，若壮年者の脊椎骨折では，脊椎とともに脊髄損傷が発生することが多

いため，脊椎・脊髄損傷として総称されることが多い。椎体骨折に対する用語と

して非椎体骨折がある。

● 形態骨折（morphometric fracture）

骨粗鬆症分野で用いられる用語で，一定の基準（日本骨代謝学会の基準や，

Genant の SQ 法など）を満たす椎体の変形。なお，ここでいう変形とは椎体の圧

潰変形のことであり，変形性脊椎症などにみられる骨棘などの変形や側弯など脊

柱の変形のことではない。

● 既存骨折（prevalent fracture）

骨粗鬆症分野で用いられる用語で新規骨折と対になる言葉である。ある時点

（治験の場合は登録あるいは薬剤投与開始時，一般臨床であれば，通常，初回エ

ックス線像撮影時）にすでに発生していた骨折。

● 新規骨折（incident fracture）

骨粗鬆症分野で用いられる既存骨折と対になる言葉で，ある時点より以降に発

生した骨折。ある時点の観察では正常であった椎体が，次の時点の観察で新たに

骨折と判定されたもの。または，ある時点と比較し次の時点において椎体変形の

度合いが増強したもの（後者を増悪（worsening）として区別する場合もある）。

● 臨床骨折（clinical fracture）

新規骨折のうち疼痛などの臨床症状を伴い診断される骨折。
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表 3 椎体骨折関連用語の解説（つづき）

以下に骨折治療上重要な用語を解説する。

● 不顕性骨折（occult fracture）

エックス線像では確認できない骨折。主に MRI あるいは骨シンチグラムで診断

される。

● 骨折（fracture）

骨折とは，骨組織の連続性の破綻した状態である。

骨折後の時間の経過により，（新鮮）骨折，陳旧性骨折を区別する。

骨折後の経過時間の長短により，骨癒合の成功率が違い，治療法が異なる。

● 遷延治癒･偽関節（delayed union・pseudoarthrosis）

遷延治癒とは，当該骨折の部位と型における平均速度（通常 3～6 ヵ月）で治

癒が進んでいない状態をいう。

偽関節とは，保存治療を継続しても骨癒合が期待できない状態をいう。実際は，

受傷から 9 ヵ月が経過し，3 ヵ月にわたり治癒進行の可視的な兆候が認められな

い場合に偽関節と称することが多い。椎体骨折のクレフト形成の多くは，上記の

基準からみると必ずしも偽関節を意味するものではない。
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